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1．はじめに

　モンゴル国（以下「モンゴル」）1の近現代史は都市の建設と

拡大の歴史でもある。とりわけこの首都ウランバートルの発

展はめざましく、第二次世界大戦終了直後に本格的な都市建

設が開始されて以来 2、ほぼ一貫して人口・圏域とも拡大を続

けてきた。その結果、今や全国人口の約半分がウランバート

ル1都市に集中している3。

　ただ、他国の例に漏れず、この過程は地方から都市への人

口流出を伴うものであった。特にモンゴルの場合、この間に

総人口が増加を続けているにもかかわらず4、地方の一部で

は過疎すら生じているという(International Organization 

for Migration, 2018)。

　そのようなモンゴルで、都市から地方への移住を促進する

取り組みが始まっている。後述する通り、国際機関や地方移

住者によって、地方での生活や移住に関する情報発信・提供

が行われている。地方移住促進はオヨーン＝エルデネ首相

の肝煎りの政策「新再生政策」にも含まれており、地方行政単

位を巻き込んだ動きが始まっている。移住といえば地方から

都市、とりわけウランバートルへの移動であったモンゴルに

おいて、地方移住という正反対の動きを起こそうとする取り

組みは、注目に値するものである。

　そこで本稿では、モンゴルにおける地方移住促進に向けた

動きに焦点を当てる。現時点で行われている取り組みがどの

ようなものか、それらが成果を上げる上でどのような課題が

存在しているかについて、本稿でそれぞれ論じていく。

　本稿の構成は次の通りである。2.では議論の前提として、

モンゴルにおける地方人口の変化を見ていく。具体的には、

統計資料や既存調査の結果から、人口の増減と人口移動の

双方について概観する。3.では近年出現した地方移住促進

の取り組みとして、国際機関や地方移住者による活動ととも

に、「新再生政策」による地方移住促進政策について紹介する。

4.では3.で見た取り組み・政策が抱える課題点について指摘

する。以上の議論は5.においてまとめられる。

　なお本論に入る前に、本稿の主題となる「地方移住」につ

いて述べておく。モンゴル語で日本の「地方」に相当する用語

としてはoron nutag 5という語が挙げられる。これは首都ウ

ランバートル以外の地域の総称として用いられるものであり、

日本の大都市圏に対する「地方」に相当すると言えよう。一

方で、「地方」をめぐる議論ではkhödööという語もしばしば

用いられる。これはウランバートルを含む都市 6 以外の地域

を指すものであり、「遊牧地域」「田舎」と訳されることも多い

（本稿でも文脈に応じそのように訳し分ける）。ただし両者は

khödöö oron nutagとひとまとめになることも一般的であり、

両者間の相違に拘泥することが議論に有益とは言い難い。以

上から、本稿ではoron nutagへの移住も、khödööへの移

住も、ともに「地方移住」として議論の対象とする。

　また議論の性質上、次章からはモンゴルの地名がたびた

び登場する。これらについては図1の地図を参照されたい。
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付言しておきたい。モンゴル抑留の詳細について、日本語文献ではフスレ(2017)が参考になる。

以下、特に断りがない限り、統計数値はすべてNational Statistical Office of Mongolia Websiteによるものである。

モンゴルの総人口は最も古い統計資料が確認可能な1935年に約74万人であったのが、2021年には約341万人に達している。
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められたMNS 5217:2012基準コードを用い、モンゴル語をラテン文字（ローマ字）転写で表記する。また特に断りがない限り、本稿に登場するモンゴ

ル語の和訳はすべて引用者（湊）による。

モンゴルの人口統計では「都市」は首都、県中心地（日本の県庁所在地に相当）および村（tosgon, 一定の条件を満たした人口500-15000人の自治組

織を有する定住地域）、「遊牧地域」は県中心地を除く郡(sum)をそれぞれ含む(National Statistical Office of Mongolia Website)。
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２．モンゴルにおける人口移動

　前章で記したように、モンゴルでは近現代を通じて都市の

人口増が続き、地方との人口格差が拡大している。

　図2はモンゴルの首都および各地帯 7の人口の増減につい

て、2000年を基準として示している。モンゴルでは1999年末

から2002年に発生したゾド（雪害）によって家畜の大量死が

発生、被害による生活難に直面した遊牧民がウランバートル

に移動するようになったとしばしば言われており、2000年は

ここでの地帯区分はモンゴルで一般的に用いられる方法に従っている。各地帯のうち西部地帯はバヤン＝ウルギー、ゴビ＝アルタイ、ザブハン、ホブド、オ

ブス各県、ハンガイ（山岳）地帯はアルハンガイ、バヤンホンゴル、ボルガン、オルホン、ウブルハンガイ、フブスグル各県、中央地帯はゴビスンベル、ダルハ

ン＝オール、ドルノゴビ、ドンドゴビ、ウムヌゴビ、セレンゲ、トゥブ（中央）各県、東部地帯はドルノド、スフバータル、ヘンティー各県をそれぞれ含む。

7

国内の人口移動を見る上で重要な年である。

　図2によれば、地帯別の人口は1990年まで全国の人口増

とほぼ連動しているが、その後はウランバートルとそれ以外

で対照的な変化を示している。ウランバートルでは1990 年

代後半以降に全国を上回るペースで人口が増加、2020年に

は2000 年の倍に到達している。それ以外の地帯の人口は、

1990年代後半にほぼ停滞ないし減少したのち、2000年代に

入ると総じて減少している。のちに人口はどの地帯でも増加

に転じているが、伸びはウランバートルよりも緩慢である。

図 1　モンゴル国全図　資料：三角形(n.d.)より筆者作成。

図 2　地帯ごとの人口の増減　資料：National Statistical Office of Mongolia Websiteより筆者作成。
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　人口格差の拡大は都市と遊牧地域との間でも進展してい

る。公開統計が利用可能な1990年以降の人口の変化をまと

めた図3が示す通り、都市の人口はほぼ一貫して増加してい

る。他方、遊牧地域の人口は1990年代には増加した時期が

あるものの、その後は2000年代にかけて減少している。そし

て2010年代には再び増加に転じているが、都市やウランバー

トルと比較すれば増加のペースは緩やかである。繰り返すが、

モンゴルの総人口自体はこの間増加を続けている。地方や遊

牧地域の人口変化は、地方・遊牧地域から都市、なかんずく

ウランバートルへの人口集中を示すものである。

　ウランバートルへの人口集中は人口移動統計でも明らか

である。図4は地帯ごとの移出者数から移入者数を差し引い

た値をグラフ化したものである。首都以外の各地帯では移動

者数の値が一部を除いてマイナスになっているのに対し、ウ

ランバートルだけはこの間ほぼ移入者数が移出者数を上回っ

ており、ウランバートルの「独り勝ち」は明白である。

　ここまで見てきた人口変化の要因は様々である。ただ、本

稿の問題関心と紙幅の制約を鑑み、ここではウランバートル

への人口集中と地方の人口流出に関するものに焦点を絞る。

地方から首都ウランバートルへの人口移動が加速した要因と

して挙げられるのが、先述のゾドである。ゾドは2009-2010

年の冬にも発生しており、家畜の大量死が地方からのウラン

バートルへの人口移動を促す効果があったことが確認されて

いる(Tsutsumida & Saizen, 2014)。

図 3　都市と遊牧地域における人口の増減
資料：National Statistical Office of Mongolia Websiteより筆者作成。

図 4　地帯別の人口移動（ 移出者数－移入者数で算出 、単位：人）
資料：National Statistical Office of Mongolia Websiteより筆者作成。
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IOM Mongolia (2021.3.10.; 2021.3.14.; 2021.3.15.; 2021.4.14.; 2021.4.15.)。なお参考文献でも示した通り、本稿執筆時点で最後の動画も「ボルガン

県ホタグ＝ウンドゥル郡」と題されているが、内容はアルハンガイ県ツェツェルレグ市に関するものである。
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　しかし、モンゴルにおいても、人口移動は自然災害によっ

てのみ引き起こされるものではない。先行研究からは被災し

た遊牧民以外による移住の動きも明らかとなっている（松宮、

2021）。加えて、先述の Tsutsumida & Saizen (2014)でも、

家畜の大量死に加えて賃金水準が都市への移動に対する正

の効果を、また失業率が負の効果を持つことが報告されている。

このうち賃金水準に関する国家統計を見ると、2021年で月当

たり平均賃金が最も高いのが、大部分を鉱工業都市エルデネ

トが占めるオルホン県で1,723,500トゥグルグ、ウランバート

ルでは1,370,700トゥグルグとなっている。他方、最も低いの

はモンゴル西端のバヤン＝ウルギー県で851,900トゥグルグ

であり、オルホン県とは倍以上の開きがある。

　 さ ら に、International Organization for Migration 

(2018)による移住経験者へのインタビュー調査によれば、都

市への移住の理由として主に挙げられたのは、家族の都合

や教育および保健であった。モンゴルは社会主義時代に地

方各地で学校・保健施設を整備した歴史があり、その結果基

礎行政単位たる郡ごとに初等・中等教育学校と医療機関が

存在する（島崎、1999；湊、2017）。しかし、高等教育機関に

関しては、2022教育年度時点でモンゴル全国69機関のうち

実に64 機関がウランバートルに置かれている(Borovslol, 

shinjirekh ukhaany yaam, 2023)。また、2021年時点で医

療機関も全国4952施設中2962施設(59.8%)がウランバート

ルに集中している。

　地方からウランバートル、遊牧地域から都市への人口移動

の要因は他にも存在し得る。とはいえ、地方・遊牧地域と都市・

ウランバートルとの経済・生活条件の格差が、前者から後者

への移住を促していることは間違いなかろう。

　そして、過度の人口集中は都市問題を引き起こす。特にウ

ランバートルでは人口増加に住宅やインフラの整備が追い

ついておらず、周縁部の宅地の無秩序な拡大、交通渋滞、公

共輸送の不足、自動車の排気ガスや冬場の石炭暖房を主因

とする大気汚染が慢性化している（石井、2015）。

　以上、モンゴルにおける都市と地方との人口格差が拡大す

る過程と、その背景について概観してきた。地方移住の促進は、

この状況に一石を投じるものであり、先述した都市問題の解

決策としても期待されている(Jargalsaikhan, 2022)。次章で

は現時点での取り組みについて見ていく。

３．モンゴル国における地方移住促進の取り
組み

3.1.　モンゴルにおける地方への人口移動

　本章では近年始まっている地方移住促進の取り組みにつ

いて見ていく。都市から地方への人口移動は過去のモンゴル

でも皆無ではなく、特に1990年代前半には、社会主義計画

経済から市場経済への移行開始に伴う経済混乱や失業によっ

て、生活困難となった都市住民が地方で遊牧を始めようとす

る動きがみられた（湊、2017）。とはいえ、ここで見ていくのは

人為的・政策的に地方への人口移動を促す取り組みであり、

その点で以前の動きとは一線を画している。

　 そこで、ま ず 次節 で は 国際移住機関（International 

Organization for Migration、以下IOM）モンゴル事務所に

よる地方移住のPR活動を取り上げるとともに、その中で登場

する地方移住者に着目する。次に、2021年に政府が開始した

「新再生政策」に基づく地方移住促進政策を紹介する。

3.2.　IOMによるPR活動と地方移住者

　IOM は世界各国・地域における人の移動に関する問題を

専門的に扱う国際機関である。モンゴルでは2011年に事務

所が開設されており、以来、モンゴルにおける国際・国内移

動に関する諸課題に対処すべく、さまざまなプロジェクトを行っ

てきた(International Organization for Migration, n.d.)。

そのIOMモンゴル事務所が行っているのが、地方移住に関

するPR活動である。その主な手段が、IOMモンゴル事務所

の YouTubeアカウント“IOM Mongolia” による動画配信

である。配信動画のうち、「『都市から地方へ』シリーズ放送」

(“Khotoos khödöö rüü” tsuvral nevtrüüreg)というモンゴ

ル語の動画では、移住者をはじめ住民や行政職員が登場し、

移住のメリットが語られるとともに、移住先としての各地のア

ピールが展開されている。第1回はヘンティー県を取り上げ

たもので、以後ドルノゴビ県、トゥブ県、ボルガン県ホタグ＝

ウンドゥル郡、アルハンガイ県ツェツェルレグ市に関する動

画が公開されている8。また、政府・国際機関の政策担当者ら

の紹介動画も存在する(IOM Mongolia, 2022.11.19.)。

　さらに、IOM モンゴ ル 事務所 は2022 年 に 地方移住 に

関 するシン ポ ジウム「Uターン 運動 」(butsakh shiljiltiin 

khödölgöön) 9をモンゴル政府と共催している。シンポジ
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ここで、本稿のサブタイトルにも掲げた「Uターン運動」という訳語について解説しておく。原語butsakh shiljiltiin khödölgöönを分解して直訳すると、

butsakh「帰る、戻る」shiljiltiin「移住（移動）の」khödölgöön「運動、動き」となる。つまり、地方から都市への移動・移住を「行く」ものとした上で、

地方移住を「帰る」ものとして捉えたのが、この概念である。そのため、実際にはいわゆるIターン・Jターンも含んでいるが、語感としては日本でいう

Uターンに近いことから、本稿では「Uターン運動」と訳出した。なお、英語ではreverse migration movement（逆移住運動）となっており、ここでも主

な移住が地方から都市へのものであることが暗黙の前提となっている。

民間企業の調査によれば、2020年時点でFacebookの利用者数は220万人で、うち約60％が18-34歳とされる(Nathouse, 2021)。なおモンゴルにおけ

るFacebook利用については風戸(2019)を参照。

以下、新再生政策の説明はモンゴル国家大会議2021年第106号決定および付随文書(Mongol Ulsyn Ikh Hural, 2021)による。

9

10

11

ウムでは移住者が地方における教育や事業展開、保健医

療、行政府との協働といったテーマで講演が行われており

(Eaglenews, 2022.6.28.)、その一部は IOMモンゴル事務所

のFacebookページで公開された動画により視聴が可能で

ある。

　これらの取り組みは、実際の移住者をフィーチャーした動

画配信を通じて、移住者の声を直接届けている点が特徴となっ

ている。その中でも注目されるのが、シンポジウム登壇者で

あるNGO「田舎の家庭」(khödöönii ail)創設者、ユルールトゥ

ブシン氏、ボヤントグトフ氏夫妻である。

　両氏ら一家は2019年にウランバートルから北隣にあるトゥ

ブ県バトスンベル郡に移り、さらに2021年には西部ホブド県

ドゥルグン郡へ移住している(IOM, 2021.7.1.)。その過程で、

両氏はNGOを設立するとともに、同名のFacebookページ

を開設した。さらに、“Mongolian Nomad Family”という

名称でInstagramアカウントとYouTubeチャンネルを開設

しており、地方での生活やモンゴルの遊牧文化について、モ

ンゴル語・英語の双方で発信を行っている。本稿執筆時点で、

Instagram のフォロワーは81500 人、YouTubeチャンネル

登録者は29700 人、そしてFacebook のフォロワーは37 万

人に達する。Facebookはモンゴルで最も普及しているSNS

であり、利用者に占める若者の比率が高いとされることから10、

若者の地方移住への関心を喚起することが期待される。

3.3.　「新再生政策」による地方移住促進政策

　前項で見た取り組みを後押しするのが、現政権による「新

再生政策」に基づく地方移住促進政策である。「新再生政策」

はオヨーン＝エルデネ首相が2021年に打ち出し、同年にモ

ンゴル国家大会議（一院制国会）が決定した政策である11。こ

の政策では経済自立の実現やCOVID-19パンデミックによる

経済への打撃からの脱却を目指し、6つの分野での「再生」が

掲げられている。このうち第4の「都市・遊牧地域の再生」が地

方移住促進を含むものであり、具体的には、4.2.において「新

たな定住地帯や衛星都市、経済自由地帯建設を活発化し、ウ

ランバートル市から地方に移転した国民・企業を包括的政策

により支援する方法で集中を緩和する」と定められている。ま

た、国会決定の付随文書である「『新再生政策』実施初期段階

活動プログラム」では活動や到達すべき成果が示されており、

4.2. については10 件の活動と、活動毎に到達すべき成果が

記されている。このうち地方移住に関するものは表に記した

4.2.4から4.2.8である。

　新再生政策に基づく地方移住促進の取り組みは、2022

年から進められている。この年に政府は地方への個人・

企業の移動に対する支援策を策定する作業部会を設

表　「 新再生政策 」実施初期段階活動プログラム（ 抜粋）
資料：Mongol Ulsyn Ikh Khural. (2021).
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2.で見た通りオルホン県は平均賃金が最も高い県であるが、移住者側は80万トゥグルグしかないとしている。この主張がどこまで実態に即したもの

かは疑問であるが、オルホン県に本社を置く大規模国営企業エルデネト社とそれ以外とで賃金水準が乖離していることは考えられる。

12

置、地方で勤務する公務員の給与引き上げや地方に移

転した企業の法人税減額等の方針を明らかにしている

(Batbold, 2022.10.20.)。また、11 月 30 日には閣議決定

が下され、これにより各県および首都ウランバートルの

うち中心部を除く3 地区の人口の10％ないし20％増加

と、首都で勤務する公務員のうち10％の地方移住が目標

として定められた。また、各県の執行機関は人口誘致の

義務を負うこととなった (Tuul, 2022.11.30)。

　この決定に伴い、移住者の誘致と支援のための計画

策定が県レベルで始まった。本稿執筆時点での報道や

政府機関の発表によれば、アルハンガイ、ゴビ＝アルタ

イ、ドルノドの各県が、2024 年までの活動に関するマ

スタープランを策定しており、移住者が直面する障害

の緩和や市民組織の参加拡大等の目標を打ち出してい

る (Gerelt-Od,, 2022.12.23.; Narangerel, 2022.12.26.; 

Khüns, khödöö aj akhui, khöngön üildveriin yaam, 

2022.12.30.)。また、オルホン県でも地方移住者支援プ

ログラムによる企画を立案中である (Oyun-Erdene, 

2023.1.5.)。

　このほか、オヨーン＝エルデネ首相は都県知事及び議

会議長との会合に出席し、知事・議長らに対して地方に

移住、定着して持続的に就労する条件整備を重視する

よう通知した。同時に、政府の取り組みとして地方での

就労に対する関心の喚起、地方定着のための条件整備、

首都から工場・倉庫を移転させて地方で新たな不動産形

成や雇用創出を行う企業への支援を紹介した (Mongol 

Ulsyn Zasgiin gazar, 2023.1.12.)。

４．モンゴル国における地方移住促進の課題

　前章で紹介した地方移住促進の取り組みは始まって間もな

いものである。そればかりか、「新再生政策」に基づく地方側

の動きが具体化するのは今後の話である。したがって、現時

点で地方移住促進策の成否を論じるのは早計である。

　ただ、取り組みを成功させる上での課題の指摘は、可能か

つ必要である。本章ではそれらの課題4点について述べる。

　第 1に、日本同様の課題として、地方移住後の生活条件、

特に雇用・賃金水準の問題が挙げられる。例えば、2023年1

月にはオルホン県で県政府と移住者の会合が開催されたが、

移住者からは食料品の種類の少なさ、雇用の不足、賃金の

低さ12、住宅価格および家賃の高さといった不満が相次いだ
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(Oyun-Erdene, 2023.1.5.)。先述の通り鉱工業都市エルデネ

トによって経済的条件に恵まれているオルホン県でこれらの

不満が出た以上、他県で状況がより厳しいことは容易に想像

される。

　特に雇用・賃金水準の問題に焦点を絞ると、地方の産業構

造が主因として挙げられる。モンゴルの地方では鉱山を擁す

る地域といった一部を除いて農牧業以外の産業が乏しく、国

家統計では2021年時点で活動中の企業84494社のうち、ウ

ランバートル以外に拠点を置くのは約3割の25507社のみで

ある。3.3.では公務員の給与引き上げや企業移転奨励という

政府の方針を見たが、これらが実行に移されるかどうかが注

視される。また、地方自身の産業振興策も不可欠である。

　第2に、都市と地方との教育格差も挙げられる。2.で見た

高等教育機関のウランバートル集中に加えて、先述のシンポ

ジウムでは、ボヤントグトフ氏から地方での英語教育の問題

が指摘された。氏が移住後に子ども向けの英語サークルを開

いたところ、回を追うごとに希望者が増えて負担が増したとい

う。この背景には地方での英語教育の体制不十分があり、こ

れが解決しない限り、子どもたちは都市に行って教育を受け

ざるを得ないと氏は主張している(IOM, 2021.7.1.)。

　第3の課題として、政策の継続性への懸念が存在する。モン

ゴルでは総選挙実施後や首相交代、内閣改造といった機会に

省庁再編が行われる。そして、その過程で政策が途絶えること

も珍しくはない。前述のIOM Mongolia (2021.11.19.)に登場

する専門家は国家開発庁の職員であるが、同庁は2022年の省

庁再編で経済・開発省に改められている。そのため、地方移住

に関する事業は同省に引き継がれそうなものであるが、現在

のウェブサイトでは国家開発庁時代の取り組みは確認できな

い(Ediin Zasag, Ediin Zasag, Khögjliin Yaamyn Vebsait.)。

また2024年に予定されている国会総選挙の結果次第では、「新

再生政策」が放棄される可能性もあり、その場合は地方移住促

進政策も同じ運命をたどるリスクが高い。

　そして第4の課題となるのが、政府による問題解決の優先

である。本稿ではさまざまな資料を紹介してきたが、それら

で一様に掲げられていたのは、地方・地域の活性化や開発で

はなく、一極集中緩和、あるいはウランバートルへの過度の

集中低減といった、政府が掲げる都市問題の解決であった。

この状況は、都市問題の切迫度を考えれば致し方ない部分

がある。かつ、地方の側が都市問題解決を大義名分として利

（7）
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用している面もあろう。とはいえ、政府の方針は都市問題の

解決のために、地方に対して移住促進の義務を課す形になっ

ている。それだけに、各地域の実情や態勢が考慮されている

かは疑わしく、地域によっては実体のない計画作りに終わる

か、取り組みに実現性が伴わず頓挫することも十分考えられ

る。「都市目線」の政策を地方に押し付けるよりも、各地域の

自発的な移住者呼び込みを支援するの方が、取り組みの実

現可能性や持続性の面で優れているのではないだろうか。

５．まとめ

　本稿ではモンゴルで近年展開されている地方移住促進の

取り組みについて検討してきた。これらはまだ端緒についた

ばかりであり、今後の成功のみならず継続の可否についても、

4.で見たような課題が横たわっている。とはいうものの、これ

らの取り組みが地方・地域の開発や活性化の可能性を秘めた

ものであることも確かである。それだけに、本稿を契機として、

モンゴルにおける地方移住促進の取り組みと、地方移住自体

の展開について、今後も継続して注目すべきである。

　ただし、本稿で検討した資料はいずれも公開文書やウェブ

サイト・ページ、報道によるものである。地方移住促進の実態

をより詳しく把握するには、現地での調査を行うことが有益で

あり、この点はこれからの研究課題である。

　さらに、モンゴルにおける地方移住を成功させる上で、日

本の経験がどこまで適用可能なのかも一考に値する。これま

で見てきたように、日本とモンゴルは地方から都市への人口

流出という共通の問題を抱えている。また、特にモンゴルに

おいて、地方移住促進の具体的な取り組み、特に地方側のそ

れについては、ほとんど明確になっていない。それだけに、

日本各地で行われてきた移住促進の取り組みについて共有し、

モンゴルでの応用可能性を考えることは、十分な意義を有す

ると言い得る。この点については、「課題先進県」高知県も役

割を果たしうるものであり、今後に期待したい。
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